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ディスプレイ業界における中国の革

新性はどの程度か? 
STEPHEN EZELL | 2024 年 9 月 

中国企業は、世界最大の生産者となっただけでなく、ディスプレイ技術の分野でも主導的なイ

ノベーターとなりました。中国のディスプレイ産業は、多額の補助金、知的財産の盗難の横行

、規模の経済の結果として成長してきました。 

重要なポイント 
 

 中国企業の液晶ディスプレイ (LCD) 生産の世界シェアは 72 ％に達し、有機発光ダイオ

ード (OLED) 生産のシェアも現在 50 ％を超えている。どちらも 10 年前は 1 ％未満だ

った。 

 アナリストらは、2020 年から 2027 年にかけて、ディスプレイ技術への設備投資 
(CapEx) における中国の世界シェアが平均約 85 ％となり、2027 年までに中国企業が

同分野の CapEx の 90 ％以上を占めると予想しています。 

 長い間韓国のリーダーたちの脇役だった中国の LCD および OLED メーカーは、斬新な

ディスプレイ製品でこの分野のイノベーション賞をますます獲得しています。 

 「テクノロジーおよび電気ハードウェア・機器」部門における中国のトップ企業の研究

開発集約度は過去 10 年間で 646％ 増加したが、米国企業の増加率は 67 ％でした。 

 中国のディスプレイメーカー BOE は、過去 12 年間で中国の中央政府および地方政府

から推定 39 億ドルの補助金を受け取っており、2022 年だけでも同社は中国政府から

の補助金の受領額で 3 番目の高さでした。 

 中国によるこの業界への巨額の補助金により、この分野の価格 (ひいては収益性) が下
落し、多くの外国の競争相手が市場から締め出されたり、競争相手になりそうな企業の

参入が妨げられたりしています。 

 ディスプレイ技術における中国企業の能力は、両技術間のプロセスの類似性が 70 ％近
くあるため、半導体の能力にも波及する可能性が高いです。 
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はじめに 
電子ディスプレイは経済の不可欠な部分となり、テレビ、コンピュータ、携帯電話、タブレッ

ト、自動車から医療機器、冷蔵庫まで、さまざまな用途に及ぶさまざまな消費者向け電子機器

の主要な視覚的および触覚的 (タッチスクリーン経由) ヒューマンインターフェースとなってい

ます。ディスプレイは、戦闘機のコックピットのヘッドアップディスプレイから海軍艦艇の戦

闘情報センターに至るまで、国家防衛能力においても重要な役割を果たしています。したがっ

て、電子ディスプレイにおけるリーダーシップは、消費者向け電子機器や情報通信技術 (ICT) 
産業で競争力のある企業を展開する国家の能力にとってだけでなく、国家の防衛能力にとって

も重要になっています。 

実際、ディスプレイの革新は、世界的な情報技術革命の不可欠な原動力となっています。ブラ

ウン管 (CRT) は 1920 年代に初めて商品化され、カラー CRT は 1950 年代に開発され、CRT 
時代は 1980 年代まで続きました。1990 年代には、液晶の光変調特性と偏光子を組み合わせ

た液晶ディスプレイ (LCD) の登場に伴い、初のポータブルラップトップコンピュータの開発が

可能になりました。そして 2000 年代には、LCD がさらに進化し、フラットスクリーンテレビ

の製造が可能になりました。2010 年代に入ると、ディスプレイ技術は再び進化し、スマート

フォンの画面に見られるような有機発光ダイオード (OLED) 技術の登場により、現在の主流技
術となりました。OLED ディスプレイは主に携帯電話から始まりましたが、フラットパネルデ

ィスプレイ (FPD) 市場 (大型フラットスクリーンテレビなど) でも OLED がますます普及しつつ
あります。(OLED は優れた表示品質を提供しますが、LCD に比べてコストが高く、寿命が短い

ため、両方の技術が共存し続ける可能性が高いです。)1 

ディスプレイの革新は、世界的な情報技術革命の不可欠な原動力となっています。 

LED 技術において、今後は通常の LED バックライトの約 1/40 のサイズのはるかに小さい LED 
を使用する MiniLED 技術が登場し、その後にピクセルごとに 3 つの無機 LED (赤、緑、青) を
使用し、鮮明度、耐久性、エネルギー消費の最適な組み合わせを提供する可能性がある 
MicroLED 技術が続きます。2 また、他の場所では、革新的なマイクロディスプレイ技術が自動
現実/仮想現実 (AR/VR) ゴーグルのビジュアルインターフェースを進化させ、メタバース経済の

実現を支援するでしょう。 

さらに、ディスプレイは、価値の面で ICT ハードウェアへの最も重要な入力の 1 つになってい
ます。実際、公称 55 インチ LCD 超高精細 (UHD) テレビの価値のうち、ディスプレイが占め

る割合は推定 64 ％ (プロセッサが 13 ％、その他のコンポーネントが 23 ％)。同様に、ディス

プレイは Apple MacBook Pro コンピュータや iPhone の価値の約 20 ％を占め、Apple の Vision 
Pro VR ゴーグルの価値の半分を占めています。全体として、アナリストはディスプレイユニッ

トが現代のスマートフォンの材料コストの約 22〜37 ％を占めると推定しています (スマート

フォンには 50〜70 種類のレガシーチップがあり、これらを合わせると材料コストの約 8〜15 
％を占めます)。 

アナリストは、世界のディスプレイ市場は 2024 年に 1,820 億ドルの売上を生み出し、今後 
10 年間で規模が 2 倍以上になり、2034 年までに 3,720 億ドルの市場になると予測していま
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す。3(アナリストは、インタラクティブディスプレイ市場が 2023 年の 113 億ドル市場から 
2031 年までに 185 億ドルに成長すると予想しています。)4 かつては韓国企業が大部分を独占

していた業界では中国企業は脇役に過ぎなかったものの、現在では LCD と OLED を合わせた
ガラスディスプレイ市場における中国のシェアは 70 ％を超えています。5 内訳を見ると、世界

の LCD 生産における中国のシェアは現在 72 %に達し、OLED 生産における中国のシェアは 50 
%を超えています。2024 年第 1 四半期に初めて、中国企業が韓国企業を上回り、OLED パネ
ルの主要生産者となりました。6 さらに、中国のディスプレイ分野の優位性は、同国のテレビ

メーカーの競争力をますます高めています。 

中国のディスプレイ産業の急速な発展は、主に、まさにそれを実現するために設計された、国

家レベルおよび省レベルの中国政府の協調戦略の賜物です。中国政府は BOE や TCL のような
国内大手企業を育成するため、この分野に補助金を大量に投入してきました。実際、中国のデ

ィスプレイメーカー BOE だけでも、2010 年から 2021 年にかけて中国の国家および地方政府

から推定 39 億ドルの補助金を受け取っており、2022 年には中国政府補助金の第 3 位の受給
者となりました (2023 年には第 7 位の受給者となりました)。現金 (ローンや助成金など) に加
えて、これらの補助金は減税、資本金の割引、土地や公共料金の無料または割引、外国人材の

雇用に対する政府による資金提供といった形をとっています。中国のディスプレイメーカーも

、広範な海外の知的財産の盗難から利益を得ています。 

中国の LCD 生産における世界シェアは 2004 年の 0 %から 2024 年には 72 %に増加し、OLED 
生産におけるシェアは 2014 年の 1 %から現在では 50 %以上に増加しています。 

中国がディスプレイ業界に積極的に補助金を支給したことにより、価格が下落し、過剰生産を

招き、業界で生き残るために市場ベースの利益率を獲得しなければならない外国の競合企業の

収益性が低下しています。LCD 分野では、このアプローチによってほとんどの外国の競合企業

を業界から追い出すことに成功しました。日本企業は 2010 年頃にこの分野への投資を全面的
に停止し、日本の国内大手企業 JOLED は最近破産申請しました。あるいは、他の競合企業が
この業界に参入することを阻止しました。米国として。商務省の報告書は、米国で計画されて

いた Foxconn の LCD 生産施設が立ち上げに失敗した理由を次のように結論づけています。「
ウィスコンシン州からの大幅な減税、補助金、環境免除にもかかわらず、地理的に近隣に重要

な材料サプライヤー (ガラスメーカーなど) が不足していること、LCD 生産が世界的に過剰であ

ること、現地の人件費が高騰して生産が採算が取れないことなどから、当初の構想どおりには

プロジェクトは実現しなかった。」7 

BOE、TCL、天馬、Visionox などの中国のディスプレイメーカーは、確かに大手の同業他社 (特
に日本のシャープ、韓国の LG、Samsing Display) より遅れてスタートしましたが、BOE と 
TCL がコンシューマーエレクトロニクスショー (CES) などの分野で権威ある賞をますます獲得

していることからもわかるように、独自の革新的な製品を開発するようになっています。例え

ば、2023 年の CES では、TCL-CSOT (TCL のディスプレイ子会社である China Star 
Optoelectronics Technology Co., Ltd.) が「年間最優秀 MiniLED ディスプレイ革新賞」を受賞し
ました。BOE は革新的なフレキシブル OLED スクリーンを開発しており、発売時には世界最大

の 95 インチ 8K OLED スクリーンであると主張しました。BOE のディスプレイ製造施設は世
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界で最も高度なものの一つであり、広範囲に自動化されています。8 BOE は特許ポートフォリ

オの開発にも熱心に取り組んでおり、過去 6 年間、毎年世界トップ 10 の特許申請者となって
います (2023 年には世界第 5 位の特許申請者となっています)。 

すなわち、中国は明らかに世界の LCD 業界でのリーダーシップを他の企業から奪い取ったので

す。2004 年、中国は世界の LCD 生産量において 0 %でしたが、2024 年までにこのシェアは 
72 %に達しました (産業政策を通じて「比較優位」が事実上人為的に作り出されたことを示す

最も強力な事例です)。同様に、中国の OLED 市場シェアは 2014 年の 1 %未満から現在では

半分以上に増加しており、現在の傾向が続くと、この市場セグメントの競合他社も生き残るの

が困難になるでしょう。(実際、韓国や日本のプレイヤーにとって唯一の道は、フロントエンド

で革新を起こし、次世代の MiniLED および MicroLED ソリューションを開発することでしょう

。) 

中国は明らかに、世界の LCD 産業におけるリーダーシップを他の競争相手から奪い取ったので

す。 

さらに、ディスプレイと半導体の製造工程の類似性が 70 ％近くあることが判明しており、中
国企業がディスプレイ技術の能力を開発するにつれて、それが半導体の能力にも波及し、中国

の半導体企業の競争力をさらに強化する可能性があることを意味します。9 最終的には、中国

のディスプレイ製造能力の向上が、隣接部門や下流部門に波及する可能性が高いです。 

背景と方法論 
一般的な見解は、中国は模倣者であり、米国は革新者であるというものです。そのストーリー

は、米国の技術や産業政策に対する無関心な態度を裏付けることが多いです。結局のところ、

米国はイノベーションをリードしているので、心配する必要はありません。まず、この想定は

誤りです。なぜなら、家電製品、半導体、太陽光パネル、通信機器、工作機械など、米国の多

くの産業で見られるように、イノベーターは低コスト構造を持つコピー企業にリーダーシップ

を奪われる可能性があるからです。10 第二に、中国が鈍い模倣者であり、常に追随者となる運

命にあるかどうかは明らかではありません。 

中国の企業や産業がいかに革新的であるかを評価するために、Smith Richardson Foundation は
情報技術イノベーション財団 (ITIF) に支援を提供し、この問題の調査を行いました。この研究

の一環として、ITIF はディスプレイのイノベーションを含む特定の分野に焦点を当てています

。 

確かに、どの国の産業のイノベーション能力を評価するのも難しいものの、中国の産業にとっ

ては特に難しいです。その理由の一つは、習近平国家主席の指導の下で、中国が特に工業力や

技術力に関して、以前よりも世界に対して公開する情報が大幅に減ったためです。それにもか

かわらず、ITIF はディスプレイにおける中国のイノベーションを評価するためにいくつかの方

法に頼りました。まず、「2023 年 EU 産業研究開発投資スコアボード」に掲載されている企

業から無作為に選んだ中国の家電製品/ディスプレイイノベーション企業 2 社を対象に、詳細な

ケーススタディ評価を実施しました。次に、中国のディスプレイイノベーション産業に関する
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世界的な専門家へのインタビューを実施しました。3 番目に、科学論文や特許など、ディスプ

レイのイノベーションに関する世界的なデータを評価しました。 

ディスプレイのイノベーションと米国の重要性役割 
ドイツの物理学者 Ferdinand Braun は 1897 年に最初の CRT を発明したとされていますが、

1922 年に熱陰極を発明し、CRT を商業製品にしたのは Western Electric の John Bertrand 
Johnson と Harry Weiner Weinhart でした。11 スコットランドの技術者 John Baird、ロシアの技
術者 Vladimir Zworykin、そして米国人の Philo Farnsworth はテレビ技術の先駆者として認めら

れています (Farnsworth は RCA との長い論争にもかかわらず米国の特許を取得しました)。し
かし、技術の商業化と業界における米国のリーダーシップの確立を主導したのは、Zworykin を
雇用した David Sarnoff のリーダーシップの下の RCA でした。12 

第二次世界大戦までに、RCA は重要なレーダー、ソナー、電子航法システム用のディスプレイ

を製造する米国有数の企業となりました。1946 年までに、第二次世界大戦中に開発された技

術革新によって、テレビは大幅に改良されました。13 1948 年には約 80 万台のテレビ受信機
が販売されましたが、1950 年までにこの数字は 750 万台に急増しました。(前述のように、デ
ィスプレイとテレビは別物ですが (ディスプレイはテレビの主要入力です)、両者は密接に関連

しています。)戦後は米国のテレビ製造と番組制作が目覚ましい成長を遂げた時代であり、RCA
は特許と製造から多大な収益を生み出しました。14 

RCA が 1950 年代にアメリカを代表するカラーテレビ制作会社となったにもかかわらず、米国

では、司法省 (DOJ) は RCA に対して積極的な反トラスト法違反行為を開始しました。DOJ は 
RCA に対し、特許を国内の競合企業と自由に共有し、海外の競合企業からはロイヤルティのみ

を請求することを要求しました。ライセンス収入に依存している RCA は、主に日本企業をはじ
めとする外国企業に自社の技術のライセンスを供与せざるを得なかったのです。その影響は壊

滅的でした。経済学者 Steven Klepper は著書「Experimental Capitalism: The Nanoeconomics of 
American High-Tech Industries」の中で、この行動は米国のカラーテレビ産業の最終的な衰退

につながる引き金の一つとなったと指摘しています。15 あるいは歴史家の John Steele Gordon 
は次のように記しています。「米国の産業を一企業の支配から守るために、反トラスト法は産

業全体を死滅させた。それは頭痛を治すのにギロチンを使うようなものだ」。16 

米国の大手企業で LCD 生産に関与しているところはなく、米国内に大規模な LCD 製造も行われ
ていません。 

1960 年代までに、日本製のテレビが米国に溢れ、米国製よりも安い価格で販売されるように

なりました。これは、労働コストの低下と技術移転、そして米国では原価以下で価格設定し、

外国の競争から業界が保護されている日本では高値で価格設定する「ダンピング」の慣行によ

って可能になりました。17 残念なことに、Zenith が反ダンピングを理由に日本のプレーヤー

を提訴したとき、米国は...最高裁判所はこれに対して不利な判決を下しましたが、その主な理

由は、裁判所が日本の産業政策システムと、特定の産業における主要な日本企業の海外市場 (
価格政策を含む) を調整していた通商産業省 (MITI) による「行政指導」の役割を理解する時間
を取らなかったためです。18 このような決定は、大規模な産業補助金などを通じて今日の中国
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のディスプレイ産業を急成長させる上で中国政府が果たしてきた基礎的な役割を認識していな

いに等しいです。 

1990 年代後半までに、米国の最後の有名なテレビメーカーである Zenith は韓国の LG 
Electronics に買収され、米国の業界に終焉の鐘が鳴らされ、不適切な独占禁止法と貿易政策が

どのようにして米国の業界を壊滅させるかを示す極めて明確なケーススタディとなりました。 

現在、米国のテレビメーカーは 2 社のみが残っています。VIZIO は、高品質で低価格の薄型テ

レビを提供するために 2002 年に設立されましたが、主に中国、メキシコ、台湾などの国で生

産しています。また、サウスカロライナ州に本拠を置く Element Electronics は、手頃な価格の 
LCD テレビと LED テレビを製造するために 2006 年に設立されました。19 しかし、LCD 生産
に携わる米国の大手企業は存在せず、米国には商業製品規模での LCD や OLED 製造の大きな
企業もありません。20 

中国がディスプレイ業界でこれまで以上に大きな市場シェアを獲得するにつれ、米国は重要な

ディスプレイ入力部品に関して中国のサプライヤーへの依存度が増すという脆弱性のリスクに

さらされています。これは、米国が重要な ICT のサプライチェーンにおける回復力と自立性を

高める措置を講じている時期に、懸念される事態です。さらに、ディスプレイは多くの兵器シ

ステムプラットフォームにとって重要であるため、米国は防衛目的のためだけにディスプレイ

の能力を維持することを確実にする必要があります。 

中国のディスプレイ産業 
前述のように、過去 20 年間で、LCD 市場における中国のシェアは、2004 年のほぼゼロから
現在では 72 %にまで成長しました。(figure 1を参照。)一方、韓国企業の LCD 市場シェアは 
36 ％からわずか 4 ％にまで急落し、日本企業のシェアも 22 ％から 4 ％に低下し、台湾企業

のシェアは 38 ％から 22 ％にほぼ半減しました。中国のディスプレイ産業全体の規模は拡大

を続けており、2012 年から 2022 年にかけて複合成長率は 21.6 %に達しています。21 

図 1:世界の LCD 産業の市場シェア (国別)22 
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同様に、世界の OLED 市場における中国のシェアは、2004 年のわずか 1 %という実質ゼロか

ら現在では半分以上にまで成長しましたが、同じ期間に韓国のシェアは 96 %から 45 %に低下
しました。(figure 2を参照。) 

図 2:世界の OLED 産業の市場シェア (国別)23 

 

OLED 市場では、Samsung Display が 2024 年第 1 四半期時点で 49 %の市場シェアで依然と
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ェアで現在 5 位となっています。(figure 3を参照。)中小型 OLED 市場 (車載ディスプレイ画面
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48.2 ％のシェアを持つことになりました。つまり、この分野では中国がわずか 1 年で 20 ポイ
ント以上の差を縮めたことになります。合計すると、2015 年から 2022 年の間に、中国の製
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図 3:OLED 出荷市場シェア全体25 
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図 4:2023 年の世界テレビ業界における企業市場シェア (中国企業はオレンジ色)28 

 

中国企業も自動車用ディスプレイ業界で重要なプレーヤーとなり、市場シェアは 2016 年のわ
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最後に、中国企業がディスプレイ業界でこれほど強力になった主な理由は、同業界への投資を

主導していることです。これらは資本集約型のプロジェクトです。新しいディスプレイ工場の

建設には 70 億ドルもの費用がかかり、完成までに 3～4 年かかる可能性があります。31 2015 
年から 2022 年にかけて、中国では数十億ドル規模のディスプレイ工場の数がすでに 7 か所か
ら 16 か所に増加しています。32 アナリストは、2020 年から 2027 年にかけて、ディスプレ
イ技術への設備投資 (CapEx) における中国の世界シェアが平均約 85 ％になると予想しており
、2027 年までに中国企業がこの分野の CapEx の 90 ％以上を占めると予想しています。
(figure 6を参照。) 

図 6:ディスプレイ機器設備投資の世界シェア (国別)、2020～2027 年 (予測)33 
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ディスプレイ工場は高度に自動化されロボット化されており、工場現場にはエンジニアがほと

んどいません。 

さらに最近では、2022 年 4 月に BOE は、ラップトップとタブレット市場をターゲットに、中
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ることを確認しました。35 BOE の B16 施設の設備コストは、Samsung の A6 工場 (競合する 
IT AMOLED 製品を製造している) よりも約 18% 高くなると予想されています。しかし、ある
アナリストは「B16 は、Samsung が計画している酸化物薄膜トランジスタ (TFT) アプローチよ

りも、より設備集約型の低温ポリ酸化物 (LTPO) アレイプロセスを採用するだろう」と説明し

ています。36 BOE が B16 で使用している装置は、より高価ではあるものの、完全にフレキシ

ブルなディスプレイを生産する能力を備えています 8おそらく、より多くのモジュールプロセ

ス装置も含まれると思われます)。BOE は、B16 工場により今後 3 年間で OLED 生産を 50% 
以上増加できると主張しています。37 

 

ボックス A:LCD スクリーンの製造方法 
ハーバード大学の Willy Shih 教授は、Forbes 誌に寄稿し、LCD ディスプレイパネルを製造する複
雑なプロセスについて包括的に説明しています。38 以下は彼の記事から許可を得て抜粋したもの

です: 

液晶ディスプレイ画面は、2 枚の薄いガラス板をサンドイッチ状に組み合わせて製造されます。

シートの 1 つには、透明な珍しい金属合金であるインジウムスズ酸化物 (ITO) の層を最初に堆積
させることによって形成されたトランジスタ「セル」があります。それは画面の中央に電気信号

を伝えます。次にシリコン層が堆積され、その後、何百万個もの精密な形状のトランジスタ部品

を構築するプロセスが続きます。このパターン化のステップが繰り返され、画面上の各ドット (
ピクセルと呼ばれる) ごとに小さなセルが構築されます。各ステップは、数ミクロン以内で前の

ステップと正確に位置合わせする必要があります。 

もう一方のガラス板では、カラー フィルター アレイ (CFA) と呼ばれる、黒のマトリックス内に

数百万個の赤、緑、青のドットの配列を作成するプロセスが行われます。光が当たるとこのよう

に色が生まれます。次に、最初のシートのセルに少量の液晶材料を滴下し、2 枚のシートを接着

します。製造工程では、2 枚のシートを位置合わせして、色のついたドットがセルの真上にくる

ようにします。シート上のどの方向でも、ドットのずれは数ミクロン以内です。そして、サンド

イッチは特殊な偏光フィルムのシートで覆われ、シートは個々の「パネル」に切断されます。パ

ネルとは、実際にテレビに組み込まれるサブアセンブリを表すために使用される用語です。 
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中国の組立ラインで製造されている薄型テレビ39 

 

 

製品イノベーションの観点から見ると、中国のディスプレイ製品は近年大きな進歩を遂げてい

ますが、全体としては依然として韓国の主要製品に若干遅れをとっています。ただし、その差

は時間的には最大でも 18 か月程度であると考えられます。注目すべきは、2021 年に Apple 
が中国の BOE を iPhone ディスプレイサプライヤーとして承認し、BOE が最新の iPhone 15 
シリーズベースモデルに OLED パネルを供給していると報じられていることです。40 しかし、
あるアナリストが指摘したように、中国製の OLED は韓国製の OLED に比べて品質と歩留まり

が低いため、主に国内製品や Apple の低価格モデルに採用されています。アナリストは「中国

企業は電力消費、重量、画質の面で韓国の技術にまだ追いついていない。それが Apple の iPad 
のような高級製品を供給していない理由だ」と詳しく述べています。41 しかしアナリストは、
「中国企業は国内市場で得た利益を多額の投資で活用し、技術格差を迅速に埋めることを目指

している」と指摘しています。42 

とはいえ、中国のディスプレイやテレビ製品はますます革新性を発揮し、権威ある賞を受賞し

始めています。2024 年 1 月にラスベガスで開催された CES で、TCL は 115 インチの「世界
最大のミニ LED テレビ」と称する製品を発表しました。そこで TCL は、インクジェット (IJP) 
OLED 技術も強調し、画質、消費電力、製品寿命において「大きな進歩」を達成したと述べま

した。43 ショーで、TCL の Tomson Li 会長は、TCL が初めて CES に登場したとき、「私たち
のブースは 9 平方メートルの小さなものしかありませんでした」と述べました。2024 年、
TCL ブースは 1,700 平方メートルもの広さに達しました。44 2024 年 1 月の CES での TCL の
ポートフォリオは、ロサンゼルスで開催された 2023 年 5 月のディスプレイウィーク博覧会で

の展示を基に構築されたもので、同社はこの博覧会で「世界初となる 10 以上の製品を含む 30 
以上の最新製品と先進技術を発表した」と報告されています。45 その会議で、イノベーション
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と成長戦略コンサルティング会社である Newry Corp のシニアコンサルタント、Louis Lazar は
、「中国はディスプレイ業界でイノベーションを推進し、先頭に立っており、それは本当に印

象的だった」とコメントしました。46 

製品イノベーションの観点から見ると、中国のディスプレイ製品は近年大きな進歩を遂げてい

ますが、全体としては依然として韓国の主要製品に若干遅れをとっています。ただし、その差

は時間的には最大でも 18 か月程度であると考えられます。 

一方、BOE は 2024 年の CES で「フレキシブル有機 EL (OLED) ディスプレイ、透明ディスプ
レイパネル、4K ミニ LED 曲面ディスプレイ、自動車メーカーの吉利汽車の新型電気自動車「

ギャラクシー E8」に搭載された 45 インチ 8K ボーダーレスコックピットスクリーンなど、多

数の新製品を発表しました」。47 2023 年の LA ディスプレイウィーク博覧会で、BOE は 50 
以上の新製品を発表しました。その 1 つが、世界初となる 110 インチ 16K のメガネ不要の 
3D ディスプレイです。48 (これは、新しいガラスベースのアクティブ LED ディスプレイシステ
ムである α-MLED です。)その展示会で、BOE は f-OLED というハイエンドのフレキシブル 
OLED 技術ソリューションも紹介しました。これは、フルスクリーン、折りたたみ、カールな

どのさまざまな新しい形状を提示できるだけでなく、指紋認識、画面下カメラ、生体認証など

の多機能インテリジェント統合も実現できます。 

BOE は数々の著名なイノベーション賞を受賞しています。例えば、超次元フィールド技術に基

づく高リフレッシュレートディスプレイ技術の研究開発と産業化プロジェクトは、2021 年に
北京科学技術進歩一等賞を受賞しました。49 同社のインダストリアルデザインセンターは、レ

ッドドット賞を含む 13 のデザイン賞を受賞しており、北京の主要デザイン機関およびデザイ

ンイノベーションセンターとして認定されています。また、BOE は自社開発の光と影のデバイ

スにより、2019 年に MIT Technology Review の「世界で最もスマートな企業 50 社」の 1 つ
に選ばれました。50 

一方、中国の OLED メーカー Visionox は、革新的な自己整合ピクセル化技術、ポータブルで巻

き取り可能なノートパソコン、透明な車載ディスプレイなどで評価されています。51 また、
Hisense は、LED よりも高い色性能を提供し、従来の製品よりも80 ％小型で、CES イノベー

ション賞を受賞した自動車用レーザーディスプレイで、2024 年の CES で注目を集めました。
Hisense は、CES 2024 で発表した 110UX MiniLED TV でイノベーション賞も受賞しました。
52 最後に、中国の大手電気自動車メーカーである Xiaomi は、16.1 インチ 3K 解像度のミニ 
LED センターディスプレイを含むハイテクディスプレイ技術を最新の自動車モデルに組み込み

始めました。 
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折り畳み可能なフレキシブルスクリーンを備えた Huawei Mate Xs スマートフォン53 

 

 

中国のディスプレイ産業へのイノベーションの投入 
このセクションでは、研究開発 (R&D) の集中度、科学出版物、特許取得レベルなどの要素を考

慮して、中国のディスプレイ業界の革新性を評価する指標を考察します。 

研究開発費比率 
ディスプレイ分野で競合する中国企業の研究開発の取り組みはまちまちです。「2023 年 EU 
産業研究開発投資スコアボード」(実際には 2021 年の企業の研究開発投資を報告) によると、
BOE と TCL Electronics のその年の研究開発集約度はそれぞれ 4.9 ％と 4.0 ％でした。これは 
Samsung の 8.1 ％の研究開発集約度よりは低いものの、シャープの 3.5 ％よりは高いもので
した。(table 1を参照。)米国OLED メーカーの Universal Display は、研究開発集約度が 18 ％に
達したと発表しました。 

表 1:「2023 年 EU 産業研究開発投資スコアボード」における主要なディスプレイ企業の研究開発投資者
54 

会社 本社 
研究開発投資 (10 億

円) 研究開発費比率 

Universal Display 米国 $0.1 18.0% 

Samsung 韓国 $20.7 8.1% 

BOE 中国 $1.8 4.9% 

TE Connectivity スイス $0.7 4.1% 
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会社 本社 
研究開発投資 (10 億

円) 研究開発費比率 

TCL Electronics 中国 $0.4 4.0% 

Xiaomi 中国 $2.0 3.6% 

シャープ 日本 $0.8 3.5% 

 

残念ながら、ディスプレイは「EU 産業研究開発投資スコアボード」内のサブカテゴリではあ

りませんが、この調査では、企業 (ディスプレイ企業を含む) を「テクノロジーおよび電気ハー

ドウェアと機器」というより広いカテゴリに分類しています (ただし、これにはコンピュータ

から半導体まで、他のテクノロジーハードウェア企業も含まれます)。それにもかかわらず、こ
れを考慮すると、米国と中国の両国は、他の国々と比較して、テクノロジー企業と電気ハード

ウェア企業による研究開発費の最大の伸びを経験しました。ここでは、米国企業は 2013 年か
ら 2021 年にかけて R&D 投資が 70 ％増加したと報告していますが、同分野の中国企業は総投

資額を 646 ％増加させました。(figure 7を参照。) 

図 7:テクノロジーおよび電気ハードウェア・機器分野の大手企業による研究開発投資額 (10 億ドル)55 

 

  

$0

$20

$40

$60

$80

$100

$120

$140

United States China Taiwan South Korea Japan

2013 2017 2021



情報技術とイノベーション財団 | 2024 年 9 月  ページ 17 

「EU 産業 R&D 投資スコアボード」(世界の R&D 投資企業上位 2,500 社のデータを提供) の「
テクノロジーおよび電気ハードウェア・機器」カテゴリの企業数を見ると、このリストに掲載

されている中国企業の数は 2013 年から 2021 年にかけて 3 倍 (51 社から 153 社) に増加し

たのに対し、米国企業の数は 40 ％減少し、台湾、日本、ドイツ、韓国などの他の競合国でも (
規模は小さいものの) 減少が見られました。(figure 8を参照。) 

図 8:テクノロジーおよび電気ハードウェア・機器分野におけるトップ R&D 投資企業の数 (国別)56 
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科学出版物 
残念ながら、ディスプレイ業界で競合している企業に関する科学出版物のデータは入手できま

せん。しかし、比較可能なデータが入手可能な最も近い業界であるコンピュータと情報科学で

は、中国の出版社によるこの分野の科学出版物は 2003 年から 2022 年の間に 9,200 件から約 
102,500 件に増加したのに対し、米国の出版物はわずか 38 ％の増加にとどまりました。

(figure 9を参照。) 

図 9:コンピュータと情報科学に関する科学出版物57 

 

特許 
確かに、特許出願は問題のある指標となる可能性がある (必ずしも品質を反映するものではな
く、出願インセンティブによってその数が人為的に膨らまされる可能性) ものの、中国企業は

ディスプレイ分野での特許保有を大幅に増やそうとしています。この象徴的な例として、BOE 
は 2023 年に特許協力条約 (PCT) 制度への特許出願件数で 5 位となり、約 2,000 件の特許を
出願しました。(table 2を参照。)BOE は過去 6 年連続で PCT 出願者上位 10 社に入っています
。BOE の累計独立特許出願件数は 2022 年末までに 8 万件を超えました。 

表 2:2023 年の世界主要企業 PCT 特許出願者数58 
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会社 PCT に出願された特許の数 

LG Electronics 1,887 

Telefonaktiebolaget LM Ericsson 1,863 

Contemporary Amperex Technology 1,799 

Oppo Mobile Telecommunications 1,766 

日本電信電話 1,760 

 

残念ながら、ディスプレイ技術に特化した特許申請は利用できません。カテゴリ的に最も近い

関連分野は、オーディオビジュアル技術の特許です。ここでは、中国の企業は 2012 年から 
2022 年にかけてオーディオビジュアル技術の特許が 6 倍 (412 件から 2,542 件) 増加したも

のの、米国の企業は 2022 年にその約 2 倍の特許を取得しました。(figure 10を参照。) 

 

図 10:オーディオビジュアル技術特許の世界数59 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2012 2014 2016 2018 2020 2022

South Korea

China

Japan

United States



情報技術とイノベーション財団 | 2024 年 9 月  ページ 20 

企業事例 
このセクションでは、中国のディスプレイ革新企業である BOE と TCL について検証します。 

BOE 
BOE Technology Group Co., Ltd. は、電子ディスプレイおよびインテリジェントインターフェー

ス製品の大手メーカーです。ディスプレイは BOE の営業収益の 88 ％を占めています。同社は 
1993 年 4 月の創業以来、ヨーロッパ、アメリカ、アジア、アフリカの 20 の国と地域にネッ

トワークを拡大してきました。同時に、北京、合肥、成都、重慶、福州、綿陽、武漢、昆明、

蘇州、オルドス (Ordos)、固安などの国内の製造拠点の所有権を集中させています。60 この「海
外での買収と国内市場での定着」というバランスの取れた戦略により、BOE は世界のディスプ
レイ業界をリードする企業となりました。 

BOE の組織構造としては、「1+4+N エコシステム」と呼ばれるモデルを採用しています。「1
」は BOE の資源と資産の主力である半導体ディスプレイ事業を表し、「4」は IoT (モノのイン
ターネット) 事業の柱である IoT イノベーション事業、センサ事業、ミニ LED 事業、スマート

医療・エンジニアリング事業を象徴し、「N」はこれらの IoT アプリケーションの継続を表し

、「エコシステム」は BOE の協力的なパートナーシップと革新的な資源の管理の証です。61 

2021 年の世界知的所有権機関 (WIPO) が発表したランキングによると、BOE は 1,980 件の国

際特許出願で 7 位にランクインし、6 年連続で特許出願上位 10 位以内に入りました。最近の

出願のうち、90 ％は国内発明であり、35 ％以上は隣国の日本や韓国、米国や欧州など海外で

出願されました。近年、BOE は研究開発への投資、経費、人員も増加しています。2022 年、
BOE は研究開発投資に約 126 億人民元 (18 億ドル) を投じ、前年比 1.28 ％増加となりました

。62 これは 33 件の研究開発プロジェクトに相当し、OLED 技術への重点が強化されました。

具体的には、BOE は「OLED に匹敵する画質と OLED よりも低いコストを備えた」LCD を製造
することを目標に、泰山プロジェクトを開始しました。63 

半導体業界での成功に加え、BOE は自動車企業との数多くの国際的および国内的な提携関係を

築いてきました。最も注目すべき成果の一つは、2023 年 4 月の第 20 回上海国際自動車産業

展覧会で発表された、BOE の新しい車載ディスプレイソリューションを搭載した Yang Wang 
U8、U9、Denza N7、新しくリリースされた Dolphin および Seagull シリーズモデルです。64 
具体的には、12.8 インチの大型フレキシブル OLED 曲面ディスプレイ中央コントロールスク

リーンにより、臨場感あふれる運転体験が向上しました。180° の超広視野角により、安全機能

とインタラクティブディスプレイが向上し、従来の LCD 計器ディスプレイとは一線を画してい

ます。 

BOE の新しいディスプレイ技術における継続的な成功は、同社に数々の賞をもたらしています

。さらに、同社の国立工学研究センターは、新型ディスプレイ産業における功績により、中国

国家発展改革委員会から表彰されました。さらに、超次元フィールド技術に基づく高リフレッ

シュレートディスプレイ技術の研究開発と産業化プロジェクトは、2021 年の北京科学技術進

歩一等賞を受賞しました。65 同社は学術界でも高い評価を得ています。さらに、BOE は自社開
発の光と影のデバイスにより、2019 年に MIT テクノロジー レビュー の「世界で最もスマー

トな企業 50 社」に選ばれました。66 
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TCL 
広東省恵州市に本社を置く Creative Life (TCL) Industrial Holdings Co., Ltd. は、前身である 
TTK Home Appliances (Huizhou) Co., Ltd. から分離して 2019 年 4 月に営業を開始しました。

後者がオーディオテープ、電話、テレビ、携帯電話などの技術の生産と製造に従事しているの

に対し、TCL はスマートスクリーン、モバイル通信デバイスなどの製品の研究開発、製造、販

売に重点を置き、家庭用インターネットサービスを独自に開発しています。TCL は 28 の研究

開発センター、10 を超える共同研究所、22 の製造施設を擁し、世界 160 の国と地域で効率的

に事業を展開しています。67 これは、「相対的なコスト優位性を持つブランド主導の価値」と

して知られるイノベーション戦略によるものです。68 

近年、TCL は MiniLED 業界の先駆者としての地位を確立し、革新的な貢献と受賞歴のある製品

を通じて市場競争力を維持しています。TCL はこのスマートスクリーン技術の開発において、

便利で高品質な製品を競争力のある価格で提供することで、ユーザーの視聴体験を向上させる

ことを目指しました。その結果、世界のテレビ出荷台数シェアは、2022 年末までに TCL が第 
2 位となりました。69 過去数年間の数々の賞の中でも、TCL の MiniLED 4K スマート スクリー

ン 65C835 は、Expert Imaging and Sound Association (EISA) アワードで「2022-2023 年最優
秀製品、プレミアム MiniLED TV」を受賞しました。70 さらに、TCL MiniLED 4K スマートスク

リーン 75C935 と 75C835 は共同で CES 2023 イノベーションアワードを受賞し、消費者向

けテクノロジー製品における優れたデザインとエンジニアリングを実証しました。71 

中国恵州市にある TCL 本社72 

 

過去 7 年間にわたり、TCL は日本のパネル会社 JOLED の多大な貢献により、OLED 技術とパ
ネル製造においても大きな進歩を遂げてきました。従来の LED テレビは安価で、より明るい表

示が可能ですが、OLED は高度な画質と深い黒のコントラストを実現します。注目すべきキー

ワードは「発光」です。したがって、LED は完全にオフになることはなく、バックライトとし
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て機能し、色を生成して LCD 画面を通じて画像を送信します。対照的に、OLED 技術はマイク
ロピクセルを使用して光を発するため、画像が平均的なユーザーにとってより読みやすくなり

、ピクセルが個別に制御されるため色をすばやく変更することができます。73 TCL はテレビ以
外にも、軽量タブレットコンピュータソリューションの形で OLED 技術を実装しています。

2023 年 3 月、TLC は従来の中型タブレットから、高精度タッチ技術、より高速なリフレッシ

ュレート、強化された画質を備えた超薄型モデルにアップグレードしたタブレットを発売しま

した。74 

Insights by GreyB によると、TCL は現在世界中で 7,963 件の特許を保有しており、そのうち 
60 %が有効となっています。75 TCL は、他のグローバル企業への研究開発投資に加えて、学術

機関でも同様の取り組みを実施しています。TCL は 2018 年に、TCL Research Europe という
大規模な研究開発センターを設立し、ポーランドのワルシャワ工科大学と人工知能 (AI) 関連の

研究とイノベーションで協力し始めました。76 同社は、AI への継続的な投資と新しいアプリケ

ーションの特定に関連して、香港大学および香港中文大学とも提携しました。77 

中国政府のディスプレイ産業支援政策 
中国政府は 2000 年代初頭からディスプレイ部門に注目してきましたが、この部門に対する最

初の重要な産業政策は 2012 年の「新ディスプレイ技術開発のための第 12 次 5 カ年計画」で

した。その後、「2014～2016 年新ディスプレイ産業イノベーション開発行動計画」や、最近

では「2018～2020 年新ディスプレイ産業行動計画」が続き、中国の OLED マイクロディスプ
レイと印刷マイクロディスプレイパネルの研究開発の加速に重点が置かれてきました。78 中国

の「中国製造 2025」戦略はディスプレイ産業も対象としており、2025 年までに 100 インチ
級、8K、4K の印刷 AMOLED ディスプレイの開発と、同年までに同様のフレキシブルディスプ

レイの開発を目指しています。特に、2019 年に中国の工業情報化部 (MIIT) は「製造製品とサ
ービスの品質向上に関する実施意見」を公布し、フレキシブルディスプレイ イノベーションセ

ンターを設立し、ディスプレイ技術のさらなる開発と商業化を促進するための指針と資金を提

供しました。79 

2010 年から 2021 年まで、BOE は政府から総額 39 億ドルの補助金を受け取りました。これは
年間平均 3 億 2500 万ドルの補助金に相当します。 

中国の各省も独自の長期経済発展計画を持っており、その中でディスプレイ、テレビ、家電製

品が共通の焦点となっていることは注目に値します。例えば、「広東省国民経済と社会発展第 
13 次 5 カ年計画要綱」では、「TFT-LCD パネル、AMOLED パネルなどの主要なフラットパネ
ルディスプレイ産業化プロジェクトの推進」を求めています。80 中規模 OLED 製造が集中して
いる四川省も、2016 年に発表された第 13 次 5 カ年計画で同様にこの分野をターゲットにし

ました。2017 年、武漢市人民政府は武漢東湖新技術開発区の第 13 次 5 カ年計画を発表し、

光通信、レーザー、集積回路産業、さらに新しいディスプレイ分野の発展を促進しました。(武
漢は BOE、TFT-LCD、天馬の主要生産拠点です)。81 一方、2019 年 10 月、上海市は金山区に

ディスプレイ産業の新拠点を建設し、上流および下流産業とのクラスター型発展を促進し、上

海のイノベーションプラットフォームの一つとして上海新ディスプレイプロセス研究センター

を設立すると発表しました。 
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中国では政府の補助金が至る所で見られ、2022 年には同国上場企業の 99 ％以上が直接政府
補助金を受けました。実際、中国の産業補助金は 2019 年に約 2,450 億ドル、つまり中国の国

内総生産 (GDP) の 1.73 ％に達しました。82 

そして、ディスプレイ業界は中国で政府補助金の最大の受給者の一つとなっています。ある著

者は、「中国政府によるディスプレイ業界への補助金の規模は驚異的だ」と指摘しました。83 
実際、中国は国内のディスプレイメーカーに対する政府の手厚い補助金や減税を通じて、LCD 
および OLED 産業の成長を支援してきました。84 2010 年から 2021 年まで、BOE は政府から
総額 39 億ドルの補助金を受け取りました。これは年間平均 3 億 2500 万ドルの補助金に相当

します。2023 年に BOE は38 億元 (5 億 3200 万ドル) の補助金を受け取りましたが、これは
同社のその年の利益 25 億元 (3 億 5000 万ドル) を上回る額でした。85 BOE は中国政府からの

補助金の年間受領額上位 10 社に常にランクインしており、2021 年には 7 位にランクインし
ました。86 一方、BOE の筆頭株主は北京市政府が所有するファンドです。 

省レベル (または地方レベル) の補助金は重要な役割を果たしており、中国のディスプレイメー

カーが新しい工場を建設する能力に直接影響を与えます。例えば、BOE が前述した成都に建設
する新しい B16 工場は、BOE が 53 %を所有し、残りを国有企業が保有する合弁会社によって

運営される予定です。成都市政府は、この工場を建設するための資金のおよそ 30 ％を負担し
ました。87 全体として、中国では展示施設の建設に対する地方政府の補助金は、費用の 85 %
にも達することがあります。88 金融補助金 (および中国の銀行が提供する低利融資) が重要な理
由の一つは、減価償却費が LCD パネルの製造コストの 30～40 ％を占める可能性があるためで
す。Shih が説明しています: 

スマートフォンに使われるような 6.7 インチの高解像度 OLED ディスプレイの
場合、韓国での推定生産コストは 62 ドルで、これには材料費 28 ドル、人件費
と諸経費 (減価償却費を含む) 34 ドルが含まれます。中国のサプライヤーはこの

ディスプレイを 20～23 ドルで販売しているものの、これは資本コストを考慮

しなければ可能な価格です。89 

全体として、中国では展示施設の建設に対する地方政府の補助金は費用の 85 ％にも達するこ
とがあります。 

概して、中国は株式投資、現金給付、融資、土地、インフラの割引を通じて、中国のディスプ

レイメーカーの投資コストの 50～70 ％を負担しています。中国では、販売価格に対して 5～
15 ％の補助金も支給されています (通常、パネルメーカーが製品を OEM (つまりテレビメーカ

ー) に販売する場合)。中国はまた、ディスプレイメーカーが海外から修士号や博士号を持つ人

材を採用する場合、最大 100 ％の人材採用補助金を支給し、年俸の支払いを支援しています。

中国政府はまた、ゼロ金利または低金利で資本を提供し、この分野への魅力的な融資を保証し

ています。この分野の企業は、最低 15 %の法人税率軽減も受けられます。90 ディスプレイメ
ーカーは、収益が 8 億 5,720 万ドルに達した場合、さらに 8,570 万ドルの一時金を受け取る
権利があります。91 
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中国によるディスプレイ業界への巨額の補助金支給は、同部門の過剰生産能力を引き起こし、

価格を引き下げ、そのような巨額の補助金を受けずに市場ベースの収益率を得なければならな

い企業に損害を与えています。米国商務省は次のように説明しています: 

つまり、中国企業は世界の LCD 生産の大きなシェアを占めています。中国政府

の非市場政策と慣行に支えられ、中国企業は業界を支配しているものの、競合他

社は人為的に低価格化された製品で競争に苦戦しています。ディスプレイは他の

分野でも重要なため、製造の多様性が欠如すると、ICT 以外の製品分野でサプラ
イチェーンのリスクが増大する可能性があります。92 

中国の過剰生産能力により、競合他社が事業から撤退したり、新規の競合他社の参入が妨げら

れたりしています。日本企業は 2010 年時点で第 8 世代以上の LCD への投資を全て中止しま
した。シャープは 2024 年 3 月に第 10 世代 LCD 工場を閉鎖すると発表しましたが、ある業

界アナリストは「これにより FPD ディスプレイ業界の統合が加速し、中国の TC パネルサプラ
イヤーがさらに強化されるだろう」と指摘しました。93 

ディスプレイ業界では中国による外国の知的財産の盗難が横行しています。2023 年 7 月、韓
国の最高裁判所は、ディスプレイ業界の主要入力サプライヤーである Toptec の幹部と従業員 
12 名に対し、BOE に重要な技術資産を漏洩した罪で有罪判決を下しました。2024 年 7 月、
Samsung の元エンジニアが、3400 億ウォン (2450 万ドル) 相当の OLED 技術の秘密を中国に

漏らした罪で韓国で懲役 6 年の刑を宣告されました。94 2023 年 10 月、米国国際貿易委員会 
(USITC) は、複数の中国電子機器企業が Samsung Display から OLED ディスプレイ技術に関す

る企業秘密を盗んだとの疑惑について調査を開始すると発表しました。95 USITC はこれまでに
、大手ディスプレイメーカーの BOE Technology Group や BOE の子会社数社を含む、この訴訟

の中国側の被告を 8 社特定しています。つまり、中国のディスプレイ部門はイノベーション重

商主義から大きな恩恵を受けてきました。 

米国はどうすべきか? 
前述のとおり、米国にはもはや、家電産業向けの商業規模の国内 LCD または OLED 生産能力
がありません。(防衛などのニッチ市場にサービスを提供する小規模な企業も存在します。)そ
れを再現するためには、米国は中国が実施したのと同規模の産業政策を導入する必要があるが

、それは実現しそうにありません。それでも、米国の政策が講じることができる措置はありま

す。 

NetFlex は、米国のハイブリッドエレクトロニクス技術基盤の発展に重点を置いた、米国の 18 
の製造イノベーション研究所の 1 つです。96 ディスプレイは、技術ワーキンググループによっ

て継続的に更新される 11 の製造技術ロードマップの 1 つではありませんが、自動車などの分
野向けの技術プラットフォームのデモンストレーターを提供しています。米国にはニッチな 
OLED 製造コミュニティ (例えば、防衛電子機器向け) があり、NetFlex は米国のイノベーショ

ンと技術開発のニーズをサポートするのに適している可能性があります。議会は、マイクロデ

ィスプレイなどの次世代ディスプレイエレクトロニクスに特化した新しい米国製造研究所の設

立も視野に入れる可能性があります。 
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中国政府の政策は、中国のディスプレイ産業の成長にとって基礎的かつ不可欠なものであり、

その経験は産業政策が実際に国家の先端技術産業の「比較優位」を人為的に作り出すことがで

きることを示しています。 

米国政府機関は、この分野における中国の知的財産窃盗と闘う同盟国の企業をさらに支援でき

る可能性があります。たとえば、2023 年に Samsung は、BOE を相手取って訴訟を起こしま
したテキサス州東部地方裁判所に、スマートフォン向けエッジパネル技術の侵害を理由に。さ

らに、前述のとおり、Samsung は 2023 年 11 月に企業秘密の不正流用で米国国際貿易委員会 
(USITC) に対して BOE を訴えました。97 適切な場合には、米国の法人がこれらの訴訟において 
Samsung に代わってアミカス・ブリーフを提出する可能性があります。さらに、米国の政府機

関は同盟国の政府機関と協力し、中国の産業スパイ活動に関する情報をより効果的に交換し、

それに対抗する必要があります。98 

BOE などの中国のディスプレイ企業が、知的財産の窃盗や補助金支給などの中国の革新的重商

主義的慣行から利益を得ていることは明らかであるため、米国市場に参入する中国のディスプ

レイ製品が、盗まれた知的財産や過剰な政府補助金などの不公正な貿易慣行から利益を得てい

るかどうかを USITC が調査するのは適切です。この目的のために、2023 年 11 月に USITC が
「特定の有機発光ダイオードディスプレイモジュールおよびそのコンポーネントに関する第 
337 条調査」を開始したことは称賛に値します。99 

2023 年、米国と韓国の政府は「米韓次世代重要・新興技術対話」を立ち上げ、「経済的繁栄

の促進、サプライチェーンの混乱に対する回復力の強化、両国および志を同じくするパートナ

ーの競争上の優位性の確保に最も大きく貢献する戦略的技術」について協力することを約束し

ました。100 この枠組み 内では、ディスプレイ業界のサプライチェーンの動向や非市場慣行に

関する情報共有、ディスプレイ業界を不当競争から保護する潜在的な方法、米国と韓国におけ

るディスプレイ技術への協力と投資の促進などを議題とする作業部会を設立することができま

す。この手段は、米韓サプライチェーン・商業対話などの二国間イニシアチブ、あるいは米日

韓ビジネス対話などの三国間イニシアチブとなる可能性があります。101 

結論 
要約すると、中国は世界のディスプレイ産業の主要プレーヤーとなっています。それは明らか

に他国から世界の LCD 部門におけるリーダーシップを奪い、2004 年にはゼロだった LCD 生
産の世界シェアを 2024 年までに 72 ％にまで増加させたからです。同様に、中国企業は 
2024 年に初めて韓国企業を上回り、OLED の主要メーカーとなり、市場の半分以上を獲得し

ました。韓国企業は、特にミニ LED とマイクロ LED の技術において最先端の LED 技術をリー

ドしていますが、中国の競合他社もその市場セグメントで革新性を高め、急速に追い上げてい

ます。 

中国政府の政策は、中国のディスプレイ産業の成長にとって基礎的かつ不可欠なものであり、

その経験は産業政策が実際に国家の先端技術産業の「比較優位」を人為的に作り出すことがで

きることを示しています。中国の大規模な産業補助金、横行する知的財産窃盗、そして大規模

な国内市場へのアクセスを通じて企業が大規模な生産効率を達成できるよう支援する戦略は、
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確かに世界のディスプレイ業界の動向を再構築しました。これは、中国が脇役から世界的なイ

ノベーションのリーダーになろうとする立場に変貌を遂げた、もう一つの先端技術産業です。 
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